
注記事項 

 

Ⅰ. 重要な会計方針 

「『地方独立行政法人会計基準』及び『地方独立行政法人会計基準注釈』（平成 29年3月 31日総務

省告示第 117 号改訂）」及び｢『地方独立行政法人会計基準』及び『地方独立行政法人会計基準注釈』

に関するＱ＆Ａ【公営企業版】（総務省自治行政局総務省自治財政局 日本公認会計士協会 平成 29

年5月改訂）｣を適用しております。 

 

１. 運営費負担金収益の計上基準 

期間進行基準を採用しております。 

ただし、移行前地方債の元金利息償還金に要する経費等については、費用進行基準を採用して

おります。 

 

 ２．減価償却の会計処理方法 

  （１）有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

       建物     15年 ～ 50年 

       構築物    10年 ～ 40年 

       器械備品    3年 ～ 15年 

 

 ３．退職給付にかかる引当金及び見積額の計上基準 

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（ 7 年 ）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用計上する

こととしております。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付見積額は、当事業年度末に在籍

する設立団体等からの派遣職員について、期末の自己都合要支給額から期首の自己都合要支給

額を控除して計算しております。 

  

４．貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 ５．賞与引当金の計上基準 

役職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上してお

ります。 

  

 ６．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  （１）医薬品   最終仕入原価法に基づく低価法 

  （２）診療材料  先入先出法に基づく低価法 

 

 

 



 ７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率については、10年利付国債の平成30年

3月末における利回りを参考に 0.043％で計算しております。 

 

 ８．リース取引の会計処理 

該当ありません。 

 

 ９．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

Ⅱ. 貸借対照表関係 

   引当外退職給付見積額                   3,187,360円 

  

Ⅲ. キャッシュ・フロー計算書関係 

 １．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

    現金及び預金勘定                  3,805,516,790円 

    資金期末残高                     3,805,516,790円 

 

 ２．重要な非資金取引 

    該当ありません。 

 

Ⅳ．オペレーティング・リース取引関係 

   該当ありません。 

 

Ⅴ．金融商品関係 

 １．金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、また、資金調

達については、地方独立行政法人くまもと県北病院機構設立組合からの借入れに限定しておりま

す。 

医業未収金は、会計規定等に沿ってリスク低減を図っております。 

 

 ２．金融商品の時価等に関する事項 

当事業年度末日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、重要性が乏しいものについては、注記を省略しております。 

                                       （単位：円） 

（※1）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

 貸借対照表計上額 

（※1） 

時価 

（※1） 

差額 

 

(1)投資有価証券 

(2)現金及び預金 

(3)医業未収金（※2） 

1,997,045,238 

3,805,511,790 

484,916,322 

1,993,323,600 

3,805,511,790 

484,916,322 

（3,721,638） 

－ 

－ 

資産計 6,287,473,350 6,283,751,712 － 

(4)移行前地方債償還債務(※3) 

(5)未払金 

（555,058,661） 

（911,831,098） 

  （557,673,481） 

  （911,831,098） 

（2,614,820） 

  －                                       

負債計 （1,466,889,759） （1,469,504,579） － 



（※2）医業未収金から過去の貸倒実績により見積もった貸倒引当金を控除しております。 

（※3）一年以内返済予定移行前地方債償還債務を含んでおります。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

（１）投資有価証券 

時価については、地方債等の債券は取引所の価格又は取引金融機関から、提示された価格によっ

ております。 

（２）現金及び預金 （３）医業未収金 

これらは全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

 

負 債 

（４）移行前地方債償還債務 

これらの時価は、元利金の合計額を新規に同様の発行を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。 

（５）未払金 

これらは全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

 

３．移行前地方債償還債務の事業年度末日後の返済予定額 

 （単位：円） 

 1年以内 
1年超 

5年以内 

5年超 

10年以内 
10年超 

移行前地方債償還債務 177,413,657 377,645,004 － － 

 

Ⅵ．退職給付関係 

１．採用している退職給付制度の概要 

当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。当

該制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。 

 

２．確定給付制度 

（１） 退職給付債務の期首残高の調整表 

期首における退職給付債務 2,712,074,406円 

勤務費用 83,204,650円 

利息費用 5,424,149円 

数理計算上の差異の当期発生額 ▲28,195,878円 

退職給付の支払額 ▲388,952,432円 

期末における退職給付債務 2,383,554,895円 

 

（２） 退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整額 

非積立型制度の退職給付債務 2,383,554,895円 

未認識数理計算上の差異 28,195,878円 

退職給付引当金 2,411,750,773円 

 

 



（３） 退職給付に関連する損益 

勤務費用 83,204,650円 

利息費用 5,424,149円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 - 円 

合計 88,628,799円 

 

（４） 数理計算上の計算基礎に関する事項 

   割引率 0.4％ 

 

Ⅶ．重要な債務負担行為 

   該当ありません。 

 

 

 

 

 


